私法規律の構造4 -改正契約債権法の基本的規律構造（2）- by 伊藤,進





























































































































































































(1)最判昭和 37・8・21民集 16巻 9号 1809頁等。
(2)商事法務編・民法（債権関係）の改正に関する中間試案の補足説明（商事法務・2013年）
279頁。
(3)最判平成 15・4・8民集 57巻 4号 337頁。
(4)商事法務編・前掲書 280頁。
(5)商事法務編・前掲書 281頁。
(6)大判昭和 15年 5月 29日民集 19巻 903号。
(7)大判大正 7年 12月 7日民録 24輯 2310頁。
(8)最判昭和 61年 4月 11日民集 40巻 3号 558頁。
(9)大判昭和 2年 6月 22日民集 6巻 408頁。
(10)最判昭和 37年 8月 21日民集 16巻 9号 1809頁等。
(11)大判昭和 16年 6月 20日民集 20巻 921頁。











































































































































































































































(2)大判昭和 12・5・15新聞 4133号 16頁。




(7)最判平成 7・6・23民集 49巻 61737頁。
(8)部会資料 70A 47頁。


































































































その後、要項仮案の原案（部会資料 79―1）第 9　契約の解除　 1催告解除の要
件では、「契約の趣旨に照らして軽微」が「債務の不履行が当該契約及び取引上の
58








































































































































































































この改正案 548条の 2第 2項は、要綱案のとりまとめに向けての検討（部会資
64





















































































































































































(2)札幌高決昭和 62・9・30判例時報 1258号 76頁、福岡高判平成 19・6・19判例タイムズ
1265号 23頁。
(3)商事法務編・前掲書 394頁。

































































































































































































































































































































































































































































































































































































(3)商事法務編・前掲書 399頁。部会資料 12―2 9頁から 15頁参照。
(4)商事法務編・前掲書 399頁。
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(8)最判平成 22・6・1民集 64巻 4号 953頁、最判平成 25・3・22裁判所ウエーブサイド。
(9)商事法務編・前掲書 400頁。
(10)商事法務編・前掲書 407頁。
(11)商事法務編・前掲書 398頁。
(12)商事法務編・前掲書 90頁。
(13)部会資料 75A 8頁。
(14)部会資料 75A 9頁。
(15)部会資料 75A 8頁。
(16)部会資料 75A 19頁。
(17)部会資料 75A 11頁。
(18)部会資料 75A 11頁。
(19)部会資料 75A 12頁。
(20)部会資料 75A 14頁。
(21)部会資料 75A 17頁。
(22)部会資料 75A 20頁。
(23)部会資料 75A 21頁。
(24)商事法務編・前掲書 90頁。
(25)部会資料 81―1 8頁。
(26)東京弁護士会法制委員会BU会有志「売買における「売主の義務」についての意見書」1
～2頁。
(27)東京弁護士会法制委員会BU会有志・前掲 2頁。
(28)民法（債権関係）部会第 93回審議会議事録 46頁、47頁。
(29)民法（債権関係）部会第 93回審議会議事録 46頁。
(30)民法（債権関係）部会第 93回審議会議事録 49頁。
(31)民法（債権関係）部会第 93回審議会議事録 49頁。
(32)民法（債権関係）部会第 93回審議会議事録 49頁。
(33)民法（債権関係）部会第 93回審議会議事録 49頁。
(34)民法（債権関係）部会第 93回審議会議事録 48頁。
(35)民法（債権関係）部会第 93回審議会議事録 49頁。
(36)民法（債権関係）部会第 93回審議会議事録 49頁。
(37)同旨、東京弁護士会有志・前掲 2頁。
(38)商事法務編・前掲書 322頁。
（明治大学名誉教授）
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